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はじめに
　近年、プロ・スポーツ・プレーヤーの海外
進出が積極化している。野球、サッカー、ゴ
ルフなどにそうした例を見られるが、その多
くが野球の米国（ＭＬＢ）、サッカーのヨー
ロッパ、ゴルフの米国という形で、プレーの
レベルでも、ビジネスとしても我が国を上回
る舞台への進出、というよりもプレーヤー
個々の昇格と捉えられるとともに、我が国の
パフォーマンス・レベルが評価されたことと
して歓迎されてきた。
　こうした状況に対して、1993年の野茂英雄
を初めとする（これ以前の村上雅則の場合は
研修のため派遣されている中でＭＬＢに昇格
したもので事情が異なる）、スター・プレー
ヤーの流出が相次いだ野球界では、国内の
ゲームのレベルを下げるもの、つまりは商品
レベルを下げるものとして批判が見られた。
ただ、残ったプレーヤーにとってはチャンス
が増えることを意味し、一概に否定的に見る
必要はないとも思われる。
　また、野球の場合、FA権取得以前の移籍
に際しては、ポスティング・システムによっ
て当該プレーヤーが所属する、保有権を有す
るチームには移籍金が支払われるため、育成
ビジネスという形での一つのビジネス・チャ
ンスとなっている側面があるとも言える。
　しかしながら、スター・プレーヤーを送り
出し、その活躍に歓喜するということ、ある
いは移籍金を手にできることで良しとするこ
とは、個々のプレーヤーにとっての意味は別
にして、我が国のプロ野球リーグがＭＬＢの
下位リーグに甘んじていることを意味してい
るのではないかと感じてきたし、東アジアの
野球普及国を包摂するリーグの可能性はない
のかと想ってきた。
　そうした中で、近時、Jリーグ・クラブが
相次いで東南アジアのクラブと提携関係を結
ぶという事例が報告されている。あるいはプ
レーヤー、コーチング・スタッフの移籍、派
遣という事例も見られる。また、東南アジア
出身選手のJリーグ入りも見られる（既に契
約を更新せず帰国しているが、Ｊ２札幌がベ
トナムの国民的英雄レンコンビンを獲得、甲
府がインドネシアの代表選手、アンディク・
ベルマンサ入団させている）。
　こうした中で、我が国のスポーツ・ビジネ
ス、就中プロ・スポーツ・チーム、リーグが
海外おいて事業展開を図ることが可能なのか
を、東南アジアにおける状況を踏まえて、考
察しようというのが本稿の狙いである。研究
の方法は既にシンガポールのサッカー・リー
グにおいて10年間にわたって活動しているア
ルビレックス新潟シンガポールの事例を中心
に、東南アジア市場の動向に照らしながら、
検討することとした。
わが国スポーツ・ビジネスのグローバル展開の展望と課題に関する一考察
―アルビレックス新潟シンガポールの事例から―
A feasibility study on global marketing of Japanese sports industry
青　山　芳　之
はじめに
アジアを狙うＪクラブ
グローバルな人材供給、育成を狙うＡＮＳ
カジノが支えるチーム経営
賭博が支える東南アジアのプロスポーツ
都市型消費に向かう東南アジア
東南アジアにおけるスポーツ・ビジネスの課題
─ 14 ─
環境と経営　第20巻　第１号（2014年）
アジアを狙うＪクラブ
　近時、東南アジアのクラブと提携関係を結
ぶＪクラブが相次いでいることが報じられて
いる（日本経済新聞2013・9・21）。
　「Ｊ２の札幌はタイ、ベトナムのクラブと
提携するとともに、ベトナムの国民的英雄で
あるFWレコンビン（27）を獲得した。（中略）
甲府は山梨県が進めるインドネシアとの交流
事業に協力する形で同国のクラブと提携関係
を結ぶ方針だ。（中略）C大阪は提携先のバン
コクグラスのアカデミー（育成組織）から選
手を迎え入れ、自前で育ててプロにするプラ
ンを持つ。（中略）横浜Mはタイのスパンブリ
―に続いて、今月（2013・9）、ミャンマーの
ヤンゴン・ユナイテッドと提携関係を結んだ」
（同前）
表1　Ｊクラブと東南アジアのクラブの提携
C大阪 バンコグラス（タイ）
神　戸 チョブリン（タイ）
清　水 テロ・サーサナ（タイ）
磐　田 ムアントン（タイ）
横浜M スパンブリ―（タイ）／ヤンゴン・
ユナイテッド（ミャンマー）／ト
ライアジア・プノンペン（カンボ
ジア）
札　幌 コーンケーン（タイ）／ドンタム・
ロンアン（ベトナム）
出典：日本経済新聞2013･9･21 ／ 2014･2･27
　これらの提携の理由、背景については、そ
れぞれ、次のようだとしている（同前）。
　札幌の野々村芳和社長は「クラブやそのス
ポンサー企業の名前が日本だけではなく、人
口9,000万人のベトナムでも認知される可能
性が広がった。ビジネス・チャンスがそれだ
け膨らんだと解釈できる」と見ている。実
際、（2013年）9月14日に東京で開催された「日
越外交関係樹立40周年記念のベトナムフェス
ティバルに参加した（レコンビン選手が）会
場で挨拶すると大挙して集まったベトナム人
が熱狂した」という。
　甲府の佐久間悟ゼネラルマネジャーは「選
手の獲得でインドネシアの企業が甲府を支援
してくれるかもしれない」と言い、さらに「活
躍が地元メディアで取り上げられれば、クラ
ブだけではなく、山梨県、甲府市の知名度も
上がり、県が目指すアジアからの観光客の流
入や農産物の輸出増につながる」と見ている。
　C大阪の場合は、人材の供給源として東南
アジアを位置づけているわけだが、「C大阪の
アカデミーからトップチームに上がれなかっ
た選手に、タイでのプロ契約を手助けする考
えもある」という。
　横浜Mの場合は、「提携先の選定ポイントに
したのは相手クラブのバックに広がるビジネ
ス面でのネットワークの大きさだ。東南アジ
アのサッカークラブの多くは政財界の大物が
所有」しているところから、「『アジアパート
ナー』という新しいカテゴリーのスポンサー
を国内で募り、アジアに進出する日本企業、
すでに進出しているが苦戦している企業に提
携しているクラブのオーナーが持つ人脈を生
かしてもらう考え」であり、すでに「多くの
企業が興味を示している」という。
　C大阪は人材供給源としているが、それ以
外に共通するのは、スポーツの持つメディア
性を活かそうとするものである。スポーツは
そのパフォーマンスの特異性故に人々に感動
を与え、人々を共感させ得るが故に人を集め
ることができる力を持っており、それに伴う
メッセージに共感を覚えることが少なくな
い。このメリットを活用しようというわけで
ある。
　もちろん、そうしたスポーツの持つメリッ
トを活かすには、スポーツに多くの人が関心
を持っていることが前提になるが、サッカー
が普及している東南アジアにおいては、ス
ポーツの、中でもサッカーのメディア性は低
くないと言える。このことは東南アジアを単
なる生産基地ではなく、主要市場として位置
付け始めている日本企業も認め始めている。
　横浜Mでは、「ブルネイなど他国のクラブと
の提携を模索中で、いずれはクラブが直接、
日本企業のアジア進出のコンサルティングを
手掛ける構想も温めている」（同前）とされる
が、このことはＪクラブ自らがビジネス・チャ
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ンスを掴もうとする動きであり、評価できる
志向と言える。これまでは、スポーツの持つ
メディア性をエージェントやメディア企業に
売ることをビジネスとし、このことをマーケ
ティングと呼んできた。
　実際、ベトナムのレコンビン選手を獲得し
たＪ２札幌では、「レコンビンに関するマーケ
ティング権を（広告代理店に）約2,000万円
で売却。代理店がベトナムなどで札幌の協賛
企業を募っている」と伝えられている（同前）。
また、アジアで放送メディア事業に乗り出す
住友商事とスポンサー契約を結んでいる（日
本経済新聞2013・10・24）さらに、札幌は東
南アジアから北海道への観光客の増加、北海
道産品の輸出増加も期待」していると伝えら
れている（同前）
　スポーツが、メディア・スポーツといわれ
るように、そのメディア性を活かすことでビ
ジネスとして発展してきたのは事実である
が、我が国の場合、その多くが、代理店の手
に委ねられてきた。それを自ら行おうとする
姿勢は評価できるが、残念ながら、東南アジ
ア市場において自らチームを運営し、スポー
ツ享受需要を取り込むには至っていない。し
かしながら、既に東南アジア市場へ進出し、
チーム経営を成功させている事例がある。
2004年以来シンガポール・リーグ（Sリーグ）
に参加している、アルビレックス新潟シンガ
ポール（ＡＮＳ）である。
グローバルな人材供給、育成を狙うＡＮＳ
　ＡＮＳが参加しているSリーグは、1996年
に発足した、シンガポールの国内リーグであ
る（2013年現在、12チームで構成）。シンガポー
ルはかって協会の代表チームをマレーシア
の大会に参加させていた。同チームは、1921
年に第1回大会が行われたマレーシアカップ
の初代優勝チームであり、通算24回優勝の強
豪である。マレーシアリーグ発足後はこれ
にも参加し、1994年にはリーグ戦とカップ戦
のダブル優勝を果たしている。しかしなが
ら、八百長疑惑もあって、1994年に追放され
たことから（2003年から代表チームが復帰）、
1996年に、Jリーグをモデルに、Sリーグを8
チームで発足させたのである。
　ＡＮＳは、2004年に、全選手日本人のチー
ムとしてSリーグに加盟している。本来、外
国人枠は1チーム4人までに制限されている
が、ＡＮＳの場合は特例として認められてい
るという。アルビレックスがSリーグに加盟
したのは、当初、サテライトチームとして、
日本国内のチームための選手育成が目的で
あった。しかしながら、リーグ環境、レベル
などの違いがあり、当初の目的が充分に果た
せなかったこともあり、現在ではSリーグの1
チームとして独立採算で運営されている。
　ただ、日本への人材供給という目的は充分
に達成できなかったものの、グローバルな人
材育成、供給という形で実現しつつある。一
つはSリーグから東欧、アフリカへという流
れであり、スポーツ・ビジネスの中核である
人材育成、言い換えるとマーケティングの中
核である製品開発を存立基盤とするビジネス
モデルである。それをより特化したのが2013
年のアルビレックス新潟バルセロナ（ＡＮＢ）
の設立である。
　ＡＮＢは、プロチームではなく、アマチュ
アチームであり、メンバー 1人当たり年間200
万円（含む寄宿費、除く食費）の参加費（授
業料）を運営資金としている。プロサッカー
選手を目指す若者がターゲットであるが、単
にサッカー選手の育成だけを目指しているわ
けではない。チームスタッフはスペイン人で
構成され、すべての活動がスペイン語で行わ
れている。それによって、スペイン語を習得
したグローバルな人材育成も狙っているとい
う。スペイン語圏の人口が世界の13%を占め
ているところにビジネス・チャンスを見出し
ているわけである。
　このことは、石原豊一が指摘しているよう
に（石原豊一「ベースボール労働移民」河出
書房新社、2013）、プロスポーツが存在する
世界では、無論それだけに限らないが、プロ
スポーツ選手という夢に向かって挑戦しよう
とする（親の意向も含めて）若者が日本にも
いることを示している。さらに、プロ選手と
なり得なくとも、世界人口の13%を占めるス
ペイン語圏の人々とコミュニケーションをと
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ることが可能になるということも評価されて
か、既に12名の参加者がいる（これは事前の
日本本社の予測を上回るものであった）とい
う。
カジノが支えるチーム経営
　2013年現在、ＡＮＳは、プレーヤー 25名、
チームスタッフ7名、フロントスタッフ5名、
食堂スタッフ5名の計42名で構成され、年間
売上高4－5億円（一部推計を含む）で運営さ
れている（表2）。
　4－5億円という予算規模は、チームスポー
ツを運営する企業チームと同レベルの規模で
あり、選手に対する報酬が平均1人当たり年
間220万円、計5,500万円に限られているから
であろうが、充分に単独で運営可能な数値と
なっていると言えよう。因みに、選手との契
約は1年であるが（もちろん何年かをSリーグ
で活躍している選手もいる）、それでも、多
くの選手が渡ってくるのは、前述のように、
Sリーグをステップ・ボードとしてプロサッ
カー選手として成功することを夢見る若者が
少なくないからであろう。
　ＡＮＳの売上げの第1位はスポンサーシッ
プの約2億円であり、第2位はカジノの1億5
千万円である。合計3億5千万円と総収入の70
－80%を占めている。スポンサーシップが第
1位であることはスポーツの持つメディア・
ヴァリューを活かしたもので、多くの日本企
業が怒涛のように東南アジア進出を図ってい
る中では充分に納得できる。だが、カジノと
いうのは直ぐには理解できなかった。
　実際に、それを見せてもらうと、ホーム・
スタジアム内のオフィスの隣にそのコーナー
があり、確か10台ほどのスロットマシーンが
並んでいた。日本にもスロットマシーンを備
えた遊技場は存在するし、巨大産業となって
いることも事実であるが、スポーツ・ビジネ
スとは馴染まないものと考えられてきた。実
際、近年まで、Jリーグでは、スポンサーと
なることさえ否定されてきた。それが、シン
ガポールでは、スポーツ・チーム自身がカジ
ノを経営しており、その経営を支えていると
いうのである。
　これは、どうやらSリーグの経営を支える
ために、政府が認めているからである。因み
にシンガポールでは、観光産業の収入がＧＤ
Ｐの大半を支えていることもあって、大規模
表2　ANSの売上高構成 （単位：万円 備　考　）
スポンサーシップ 20,000 40社、内チームスポンサー 1,500万円
カジノ（スロットマシーン） 15,000 チームオフィスの一角に10台設置
リーグ分配金 4,000 特例の外国人チームのため半額
入場料 3,000(推定) リーグ戦26試合他計30試合、平均入場者数2,000名（他
チームは平均5－600名）、入場料1人500円で推計。
マーチャンダイジング 1,000 従来日本製を使っていたことから価格が高過ぎるた
め、現在は殆ど止めている（今後、アジアの新興国
での生産に切り替え、再度やろうとは思っている
が）。
その他（スクール） 3,500 サッカー 200名（専従者2名の他、チームスタッフを
派遣）、チア90名（指導者はアルビレックス新潟の
チア経験者を雇用）対象はシンガポール在留邦人（約
25,000人）の子弟、マレーシアのジョホールバルに
も開校
食堂 3,000（推定）　ホームスタジアム、チームオフィスのあるジュロン・
イースト・スタジアムに隣接する近隣型のショッピ
ングモール内で「アルビ―食堂」の名称で営業。チー
ムメンバーにも供給（視察時選手が昼食を摂ってい
た）
計 49,500
＊聞き取りをもとに、一部筆者推計
わが国スポーツ・ビジネスのグローバル展開の展望と課題に関する一考察
─ 17 ─
な本格的なカジノが既に2か所で営業してい
るが、Sリーグの国内チームではＡＮＳの2倍
規模のカジノを運営しているという。さらに、
東南アジア諸国では、スポーツが賭博の対象
となっている（電通スポーツアジア・森村國
仁氏）という状況も反映しているのかもしれ
ない。
　一方、欧米のスポーツ・ビジネス先進国
では主要な収入源とされ、30%程度を占める
入場料収入の割合は低く、6%程度を占めるに
過ぎない。しかも、試合の開催費用が1試合
平均100万円ほど掛るため収益には貢献して
いない（入場料は1人6シンガポールドル・約
500円）。ＡＮＳは最も人気のあるチームで、
他チームが1試合平均500－600人程度の集客
に留まっている中で、25,000人に及ぶ在留邦
人に支えられてか、平均2,000人の集客があ
るにも拘わらず、それはビジネスを支える基
盤とはなっていないのである。
　こうした状況にあるにも拘わらず、観戦者
拡大、集客の努力、試みはほとんど行われて
いないという。それはリーグ分配金、カジノ
収入の合計が、国内チームの場合、ＡＮＳの
約2倍、4億円弱あるからである。このことは、
Sリーグが政府の支援によって維持されてい
ることを意味しているが、そこにはＡＳＥＡ
Ｎが構築を目指す3つの共同体の一つである
社会文化共同体の創設（山影進編「新しいＡ
ＳＥＡＮ」アジア経済研究所、2012・9）と
いう目標に重なるところがあるのかもしれな
い。
　ただ、スポーツそれ自体の人気はあるが、
「する」人は少ないという。それは、多くの
人が概ね10歳くらいでスポーツをすることは
止めてしまうからである。何故かと言うと、
小学校を終わる時点で行われる試験に合格し
ないと、大学進学の途が閉ざされてしまうた
め、多くの人が受験勉強に専念しようとする
からである。ただ、成人の場合は、健康維持
のため、50%くらいの人がジョギングなどの
運動を日常的に行っている。これは、シンガ
ポールの場合、日本のようにすべての治療が
保健でカバーされるわけではなく、軽症の場
合には100%自己負担となるからとされる。実
際、この結果、医療費の軽減が実現している
という。
　いずれにせよ、シンガポールの場合、1人
当たり国民所得で日本を上回るほどの経済成
長を遂げていながら、エンタティメント産業
を支える、スポーツ観戦市場は未だ充分に
育っていないのが現状であると言えよう。
賭博が支える東南アジアのプロスポーツ
　経済成長著しい東南アジアと言っても、都
市型消費の段階に達しているのは、シンガ
ポールを除けば、ごく一部であることを考え
ると、スポーツ観戦市場が充分に育っていな
いことは理解できる。因みに、東南アジアに
おけるスポーツ市場の規模はしっかりした統
計が存在しないので、明確には明らかにされ
ていないが、電通スポーツアジアの森村國仁
氏によると、300億円くらいではないかと推
計されるという。
　それにも拘わらず、プロサッカーリーグが
多くの国に存在していることに疑問を覚え
た。
　サッカーは、プアマンズフットボールと言
われるように、誰でも取り組みやすいスポー
ツである。東南アジア諸国でも盛んに行われ
ており、人気もある。プロサッカーリーグも
マレーシア、シンガポール、タイ、ベトナム、
ミャンマー、カンボジアなど多くの国にある。
マレーシアリーグの場合、ＡＮＳの是枝大輔
氏によると、年間の観客動員数が2千万人に
達するという。
　それにしても、未だ内乱状態にあり、世情
騒然としているアフガニスタンにも、2012年
9月に、プロサッカーリーグができたという
から驚きである。民族対立の歴史の長いア
フガニスタンにおいて、「民族間の垣根をなく
し、国の結束につなげたい」と、リーグの責
任者がその狙いを語っているという（読売新
聞2012・10・2）。カブールで行われた開幕戦
には約4,000人の観客が訪れたと伝えられて
いる。携帯電話会社、メディア企業などがス
ポンサーとなり、全試合がテレビ放映される
予定だという（同前）。
　東南アジアのサッカークラブのオーナーの
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多くは政財界の大物であるという（日本経済
新聞2013・9・21）。その理由は何かと考えて
みれば、一つは社会的な成功の証、ある種の
ステイタス・シンボルと見ることができるが、
同時に、広く国民に娯楽を提供することに
よって社会的な安定に貢献しようとする狙い
もあるかもしれない。あるいは、人気のある
スポーツによって人々の一体感を醸成し、求
心力を働かせようという意図があるのかもし
れない。
　また、タイを除いて、18世紀から20世紀に
かけてヨーロッパ諸国の植民地であった東南
アジア諸国は、J．S．ファーニヴァルの言う「1
つの政治的単位の中に2つまたはそれ以上の
社会秩序が同時に存在しながら混じり合わな
い社会」、「複合社会」であることがその背景
にはあるのかもしれない。つまり、都市には
宗主国からの政治的な支配層がおり、その一
方で地方には多くの農民がいて、その中間に
いる外来の中国人やインド人の商業活動が結
んでいるという社会であった（永積昭「東南
アジアの歴史」講談社現代新書、1983）。
　こうした社会構造は今日でも基本的には大
きく変わっていない。確かに、工業化の進展
とともに農村人口が工業労働力として都市に
流入しているが、工業化を支えているのは外
資であり、それを現地で受け止め事業運営に
当たっているものの多くは植民地時代の外来
勢力の子孫である（このことがしばしば華僑
排斥の動きをもたらしている）。サッカーク
ラブのオーナーである政財界の大物とされる
人達の多くはそうした人々であり、娯楽とし
てスポーツを提供する意図の一つとして現地
社会との融和ということがあると考えられ
る。
　さらには、人々に人気のあるスポーツイベ
ントを提供することによって、自らのビジネ
スのためのプロモーションの手段としようと
しているとも考えられる。そういう意味では、
日本における企業スポーツと同じようなこと
を狙っていると言えるが、果たして、人々は
そうした形でスポーツ観戦を楽しみ、享受し
ているのだろうかというと、必ずしも、そう
ではないように思える。
　こうした疑問について、電通スポーツアジ
アの森村國仁氏は、東南アジアのスポーツは、
賭博の対象となっていると指摘していた。ス
ポーツ観戦は脱日常感を味わうエンタティメ
ント、アミューズメントとして純粋に楽しま
れているのではなく、賭博の対象となってい
るということである。賭博もある一時を運に
任せ、日常生活の煩わしさ、苦労を忘れさて
くれるという意味では基本的にはエンタティ
メントであると言えるが、より刹那的であり、
場合によっては一攫千金を夢見ることができ
るという意味では、生きることがより厳しい、
発展途上の国、社会においては頷けることか
もしれない。
　事実、プロスポーツの発祥の一つは賭博の
対象であったし、スポーツ・ビジネスの先
進国とされる米国においても20世紀初頭には 
ＭＬＢで、ブラック・ソックス事件という、
一大賭博スキャンダルが起きている。我が国
おいても同様の事件が起きているし、競馬、
競輪、競艇という公認ではあるが、賭博レー
スが行われている。近年でも、台湾（2010）、
韓国（2012）でもプロ野球における八百長事
件が摘発されている。それを、裏付けるよう
に、東南アジアで、サッカーを対象とする大
規模な賭博マフィアが存在することが伝えら
れている（朝日新聞2013・8・13）。
　「サッカーの日本人審判が、タイで八百長
を持ちかけられていた。（中略）事件の舞台は、
昨年（2012）11月のタイ国協会杯決勝。日本
人審判の公平性は高く評価され、主審と副審
2人の計3人が招かれていた。
　試合前夜、トレーニングを終えた3人は（中
略）、送り迎えした男にささやかれた。『エキ
ストラ・ペイメントの用意があるーーー』
（中略）金額は示されなかったが、チーム名
を挙げて『有利な笛を吹いてくれ』という依
頼だった。（後略）」（同前）
　もちろん、日本から行った審判団は断った
というが、国の協会が主宰するカップ戦にも
賭博の手が及んでいることを示している。英
国を中心に、ヨーロッパには賭博そのものを、
あるいは賭博場を社交の場として楽しむ文化
があり、そうしたことを背景に、ブックメー
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カーが公認されている。ミャンマー、タイ、
マレーシア、シンガポールなどかって英国の
植民地であった諸国にはそうしたブックメー
カーが進出している。それらとの区別が難し
いという側面はあるものの闇社会が介在して
いるということは規模の大きさを窺わせるに
充分な証と言えよう。
都市型消費に向かう東南アジア
　日本企業を中心にスポンサーとなる企業が
増えているのは、急速に東南アジア進出を図
りつつある企業がスポーツの持つメディア・
ヴァリューの高さに気付いたことがあること
は先に触れたが、その背景にあるのは急速な
経済成長である。既に1人当たりＧＤＰで日
本を抜いたシンガポールは別として、インド
ネシア、タイ、ベトナム、マレーシア、フィ
リピンなどの東南アジア主要国のＧＤＰの伸
び率は、ここ数年、概ね6－7％水準を維持し
ている（表3）。
　かって日本企業の東南アジアへの進出は、
「資源確保型」あるいは低コストの労働力の
利用を目的とする「生産要素志向型」が中心
であったが、次第に、「市場確保型」、あるい
は「市場開拓型」に移りつつある。それは、
中国に見られるように、進出先国が経済成長
を遂げ、労働コストが上昇し、「生産要素」を
求めての進出が意味をなさなくなるととも
に、消費の伸びに伴って市場としての魅力が
勝るようになった結果である。
　そうした流れの中で、東南アジアへの進出
は「チャイナ・プラス・ワン」と言われるよ
うに、労働コスト等の上昇が著しい中国から
まだ労働コストが低く、政治的にも安定度を
増している東南アジアに生産基地を移転させ
る「生産要素志向型」という側面がないわけ
ではないが、近年、目立っているのは「市場
確保型」、あるいは「市場開拓型」の進出で
ある。このことは、製造業がアジア本社を設
けたり、自動車、家電など現地モデルを開発
する例が増えていることに現れている。ある
いは小売業、飲食店などのサービス業の進出
が活発化していることに見られる。
　イオンを初め、流通大手が東南アジアへの
進出に意欲を示しているのは広く伝えられて
いるところであるが、飲食店の進出も活発化
している。東南アジアに限定しているわけで
はないが、アジアにおける日本食店は2010年
に1万店であったものが2013年には2万7千店
まで増えているという（日本経済新聞2013・
11・8、表4）。このことの背景には、日本企
業進出に伴う在留邦人の増加ということもあ
るのだろうが、それ以上に、「クールジャパン」
（表5）への関心の高まりの一環として、東南
アジア諸国においても和食への関心の高まり
がある。
　クールジャパンというのは日本のアニメや
ドラマ、日本食に対する関心を指すが、「幼い
ころから日本のアニメや漫画に触れて育ち、
すしやラーメンを愛好する現地消費者は多
い」と言い、次のようにその様相が報じられ
ている（日本経済新聞2014・3・10）。
　「ベトナム南部のホーチミン市郊外。（2014
年）1月に開業したショッピングセンタ 『ーイ
オンモール・タンフーセラドン』に、家族連
れや若者でにぎわう一角がある。同国で初め
て出店した人気キャラクター『ポケットモン
スター』の専門店だ。（中略）
　イオンにベトナム1号店を出店したセルフ
式讃岐うどん店『丸亀製麺』には、連日行列
ができている。（中略）
　経済産業省によれば、日本を除く中国や
シンガポール、タイなどアジア7か国のコン
テンツ市場は2020年に約620億ドル（約6兆3
千億円）と10年比で倍増する。
　シンガポールで昨年（2013）11月に開催さ
れたイベント『アニメ・フェスティバル・ア
ジア（AFA）』アニメソングのコンサートや
関連グッズの販売会に現地のファンが集い、
3日間で8万人動員した。インドネシアでは、
昨年（2013）6月、インドネシア版の仮面ラ
イダー『ビマ・サトリア・ガルーダ』がテレ
ビ放送を始めた。（中略）
　日本食も消費が伸びている。フィリピン都
市部では昨年、『銀座梅林』や『新宿さぼてん』
などとんかつ店が相次ぎ開業した。以前は現
地在住の日本人を対象にする日本食レストラ
ンが多かったが、所得向上とともに現地人向
─ 20 ─
環境と経営　第20巻　第１号（2014年）
表3　東南アジア諸国のGDP成長率の推移
国・地域 2013年 2012年 2011年 2010年 2009年 2008年 2005年 2000年 1995年 1990年
アジア・大洋州
日 本 1.2 2.2 ▲0.8 4.5 ▲5.5 ▲1.0 1.3 2.3 1.9 5.6
中 国 8.2 7.8 9.2 10.4 9.2 9.6 11.3 8.4 10.9 3.8
香 港 3.5 1.8 5.0 7.1 ▲2.6 2.3 7.1 8.0 2.3 3.9
台 湾 3.9 1.3 4.0 10.7 ▲1.8 0.7 4.7 5.8 6.4 6.9
韓 国 3.6 2.7 3.6 6.3 0.3 2.3 4.0 8.8 8.9 9.3
イ ン ド 6.0 4.9 6.8 10.1 5.9 6.9 9.0 5.7 7.4 5.6
インドネシア 6.3 6.0 6.5 6.2 4.6 6.0 5.7 4.2 8.2 7.2
カ ン ボ ジ ア 6.7 6.5 7.1 6.1 0.1 6.7 13.3 8.8 6.4 1.1
マ レ ー シ ア 4.7 4.4 5.1 7.2 ▲1.5 4.8 5.0 8.7 9.8 9.0
ベ ト ナ ム 5.9 5.1 5.9 6.8 5.3 6.3 8.4 6.8 9.5 5.0
モ ン ゴ ル 15.7 12.7 17.5 6.4 ▲1.3 8.9 7.3 1.1 6.4 ▲2.5
フ ィ リ ピ ン 4.8 4.8 3.9 7.6 1.1 4.2 4.8 4.4 4.7 3.0
シンガポール 2.9 2.1 4.9 14.8 ▲1.0 1.7 7.4 9.0 7.3 10.1
シ リ ア n/a n/a n/a 3.4 5.9 4.5 6.2 2.3 5.4 10.4
タ イ 6.0 5.6 0.1 7.8 ▲2.3 2.6 4.6 4.8 9.2 11.6
出典：世界統計白書2013年版　木本書店
表4 アジア・オセアニアの主な回転ずし
 チェーンの店舗数
合計
店舗数
店　　名
日　　本 1050
スシロー、かっぱ、
くら
台　　湾 200
争鮮すしエクスプレ
ス（※）
中　　国 173
元気寿司、争鮮すし
エクスプレス（※）
マレーシア 70 すしキング（※）
豪州、NZ 40 すしトレイン（※）
韓　　国 38
スシロー、かっぱ、
すし広場（※）、さ
かなや（※）
シンガポール 3
元気寿司、争鮮すし
エクスプレス（※）
（注）※は日本企業以外のチェーン
出典：日本経済新聞2013・11・8
表5　クールジャパン関連の取り組み
シンガポール パルコ 日本ブランドを集めた
ファッションショー・
商談会を開催
電通など 日本コンテンツを流す
専門チャンネル「Hello! 
Japan」開局
タイ 伊藤園 無糖の緑茶「お〜いお
茶」を販売開始
アブ ・アウト 「らーめん山頭火」を
初出店
インドネシア タカラトミー 男児向けのメンコ風
キャラクター玩具を開
発
サントリー食品
インターナショナル
砂糖入り緑茶「みらい」
の生産・販売開始
ベトナム イオン 日本の企業や省庁と組
んでクールジャパン関
連イベント開催
トリドール 讃岐うどん専門店「丸
亀製麺」をホーチミン
市に初出店
フィリピン フジテレビなど 現地テレビ局と日本関
連のテレビ番組を共同
制作
グリーンハウス
フーズ
とんかつ専門店「新宿
さぼてん」を開業
出典：日本経済新聞2013・3・10
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けの店も増加。ベトナムやカンボジアでは現
地消費者がすし店や日本式焼き肉店利用する
光景が当たり前になっている」（同前）
　このように、人々が外来文化に関心を持ち、
サービス購入を志向するようになったという
ことは、経済成長による所得の向上に裏付け
られて、消費のありかたが次第に都市型に
移行しつつあることを物語っていると言えよ
う。つまりは、量的に消費が満たされつつあ
る中で、健康・安全、癒し、ゆとり、自分ら
しさなど、質的な豊かを人々が求め始めたこ
とを示していると捉えることができる。
　そうした中においては、遊び、脱日常体験
であるスポーツは、健康志向に応えるだけで
はなく、癒し、ゆとり、自己実現の機会とし
て、その存在を確かなものにして行くだろう
と考えられる。
東南アジアにおけるスポーツ･ビジネスの課題
　現状の東南アジアにおいてはスポーツに対
する関心は低くないものの、都市型消費の対
象、成熟した消費の対象として多くの人に親
しまれる文化となっているかと言えば、まだ
まだのレベルかもしれない。そうした中では、
都市化が進んでいるとは言え、近年、経済成
長に導かれて農村から流入してきた人々に
とっての一時的な気散じとなる賭博の対象、
あるいは都市の建造物の豪華さ、一部の成功
した富裕層の高度消費の様に比べて、ようや
く生存欲求の段階を乗り越えたレベルに達し
たに過ぎず、高度経済成長の分け前に充分に
与っていない人々に対する癒しとして社会の
リーダー達が提供している娯楽のレベルに留
まっているのかもしれない。
　プロ・スポーツ・ビジネス界も、次第に、
国内市場が飽和し、狭隘化している中では、
自ずと海外に目が向くのは当然のことであ
る。中でも、日本に近く、近年経済成長が著
しく、日本企業の進出が積極化して東南アジ
アは格好のターゲットになっているわけであ
る。その目的の一つには国内で余剰化しつ
つあるプレーヤー、現場スタッフの受け入れ
先という側面もあるかもしれないが、メディ
ア性を活かすことでビジネス・チャンスを掴
むできることが解ったことが大きいと言えよ
う。進出している、進出しようとしている、
東南アジアの消費者を取り込もうとしている
日本企業からのスポンサーマネーを得ること
でビジネスとして成立するということが明ら
かになってきたということである。
　それはそれとして、充分に評価できるが、
果たしてそれだけに満足していて良いのだろ
うかと思える。
　スポーツのビジネス化は、スポーツがメ
ディア・スポーツとして成功したことによる
側面が大きい。ただ、そのメディア・ヴァ
リューは多くのひとが関心を持ち、親しんで
いることが前提となっている。そのことはス
ポーツがアミューズメントの対象として人々
の生活の中に定着することであると言える。
つまり、スポーツが文化として、その立場
を社会的に確立することが求められるのであ
る。桑原が「スポーツは現代文明に一分野で
ある。それは政治・経済・軍事・宗教・芸術・
科学・情報などと並んで文明の重要な分野を
形成している」と言っているのは、そうした
ことを示す指摘である。
　先に触れたように、ＡＳＥＡＮは、周囲の
大国から自立するために、3つの共同体の構
築をその目標としている。その一つが、政治
安全保障共同体、経済共同体と並んで、社会
文化共同体である（山影進「新しいＡＳＥＡ
Ｎ」アジア経済研究所、2012.9）。このこと
は政治安全保障、経済ほど我が国おいて語ら
れることはないが、ＡＳＥＡＮ自身は重要目
標としており、その中には、スポーツも含ま
れると考えられるのである。
　ＡＳＥＡＮ社会文化共同体とは何かと言え
ば、「民衆志向で共通のアデンティティと持続
的な連帯感を持ち、『思いやりと分かち合いの
ある社会』を構築することだとされ、追求す
る課題として」、次の6つのことが上げられて
いる（同前）。
①人間開発
②社会的厚生
③社会正義と権利保障
④環境の持続性
⑤ＡＳＥＡＮアイデンティティの構築
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⑥ＡＳＥＡＮ原加盟国と新規加盟国との格
差是正
　このことが何を追求しているかと言えば、
域内の人々一人ひとりが高い能力と意識を持
ち、しかもその間に格差が無いようにすると
いうことである。ＡＳＥＡＮがその究極の目
標である周囲の強国、あるいは先進国からの
脅威にひるむことなく自立して行くために
は、それを構成する住民、市民一人ひとりが
強くならなければならないということであ
る。このことは市民社会の協力なくしてＡＳ
ＥＡＮは成り立ちえないとしていることに現
れている（同前）。
　こうしたことは、当然のことながら、既に
それぞれの国において取り組まれているとこ
ろであるが、それを加盟国の間で格差のない
ものにしようということである。そうでなけ
れば、真の共同体として成り立ちえないと考
えていると言えよう。
　課題として掲げられていることを改めて見
ると、①、②、④、⑤などにスポーツの持つ
個人的な成長（肉体的、精神的）、社会的成
長（協働、一体感の醸成、社会変化など）と
いう効能が貢献すると言える。そのためには、
多くの人々がスポーツを知り、スポーツに親
しむ、文化として生活の中に定着させること
が必要である。その方法として学校教育の中
に大きく取り入れることも有効であると言え
る（現状は学歴優先故か小学校高学年から運
動、スポーツに取り組むことが少なくなって
いる。これはシンガポールなどの先進化した
地域だけで、まだ発展途上にある国ではそう
したゆとりはないのかもしれないが）。
　もう一つは、日常生活の中で、イベント、
プロスポーツによってスポーツへの関心を高
めて行く方法もあろう。そうした意味で、プ
ロスポーツの存在は大きな貢献なしうるもの
と考えられ、そのことは同時にプロスポーツ
の成長、ビジネスとしての成功にもつながる
ものと考えられる。このことは、Jリーグが
掲げる地域密着の考え方に共通するものであ
ろう。
　従って、スポーツ・ビジネスの海外進出を
図る際には、単に国内市場の外延化を考え、
国内企業のマーケティングのツールというと
ころにビジネス・チャンスを求めるのではな
く。住民を取り込む、真の地域密着を図るこ
とが肝要と言えよう。
